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立命館大学における産学連携実態調査報告書等の発行について 
 

 

 

 

京都産学公連携機構（以下「機構」という。）と立命館大学では、大学や企業等における

産学連携のより一層の拡大・深化を図るため、民間企業からの受託研究実施件数で日本一の

実績を有する立命館大学における産学連携の推進体制や実施状況を調査するとともに、大学

教員等へのヒアリング調査を実施し、その結果をとりまとめましたので、お知らせします。 

 

１ 調査結果の概要 

（１）民間企業からの受託研究の実施状況（件数ベース） 

 平成 27 年度の実施件数は 2.3 倍（平成 21 年度比）に伸長していること。 

 中小企業の占める割合は 43.9%であること。また、中小企業からの研究費受入額の

中央値は 118.3 万円であること。 

 都道府県別の相手先企業の所在地（契約書上）では「東京都」の占める割合が最も

大きく 33.7%であること。また、「京都府」の占める割合は 11.5%であること。 

 分科別では、「機械工学」の占める割合が最も大きく 17.8%であること。 

 きっかけ別では、「継続」及び「研究者経由」の占める割合が最も大きく 39.4%ずつ

であること。 

（２）産学連携の「成功のポイント」 

 「外部環境の変化への対応」や「企業ニーズへの対応」、「研究成果報告書の作成」、

「的を絞った研究計画の立案」など、大学の取組によるものであること。 

 「長期的かつ継続的な産学連携の推進」や「大学の自主性の尊重」など、企業に期

待することもあること。 

（３）産学連携の「失敗の本質（失敗事例、改善策等）」 

 「事前ヒアリングの重要性」や「研究成果の権利の明確化」、「研究成果発表の原則」

など、研究開始前に調整すべきものがあること。 

 「顧客ニーズを踏まえた製品開発」や「産業化に耐えうる企業体力の必要性」など、

企業に期待することもあること。 

その他の調査結果の概要については、別添資料を御覧ください。 

 

中小企業との受託研究等の実施割合や平均単価のほか、相手先

企業の所在地やきっかけ別等の産学連携の実施状況を掲載！ 

実績の顕著な大学教員等の知見を明らかにするため、

5 名のヒアリング調査結果「現場の声」も収録！ 



 

２ 報告書等の概要 

（１）立命館大学における産学連携実態調査報告書 

  ア 規格   Ａ４サイズ、カラー、８０頁 

  イ 発行部数 １１０部 

  ウ 配布先  機構加盟団体等 

  エ その他  機構のホームページで御覧いただけます。 

         https://sangakukou.kyoto.jp/projects/jointsurveywitha/ritsumei/ 

（２）概要版チラシ 

  ア 規格   Ａ３二つ折Ａ４仕上げ、カラー 

  イ 発行部数 １７，０００部 

  ウ 配布先  機構加盟団体等。また、機構加盟団体を通じ、京都府内の企業に広く配

布する予定です。 

 エ その他  機構のホームページで御覧いただけます。 

         https://sangakukou.kyoto.jp/projects/jointsurveywitha/ritsumei / 

 

３ 今後の取組（予定） 

  ３月中旬 京都大学及び（公社）京都工業会との産学連携実態調査報告書の概要版チラ

シ等と併せて、機構加盟団体を通じ、京都府内の企業に配布（約 12、000 社） 

 

４ その他 

  ヒアリング調査対象者は、次のとおり 

 総合科学技術研究機構   教授 太田俊明氏 

 理工学部         教授 道関隆国氏 

 スポーツ健康科学部    教授 後藤一成氏 

 産学官連携コーディネータ    松田文雄氏 

 テクノプロデューザー      三木涼平氏 

 

 

 

 

 

 

＜本件に関する問合せ先＞ 

 京都産学公連携機構（担当：野原、楢野） 

 TEL：０７５－２２９－６４５５、FAX：０７５－２１１－１８８１ 

 E-mail： sangakukou@kyo.or.jp 
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１ 京都産学公連携機構の概要 

 オール京都で産学公連携による新産業や新事業の創出を目指す公的機関です。 

 

（１）代表幹事 

京都府知事、京都市長、京都商工会議所会頭、（公社）京都工業会会長、京都大学総長、 

（公財）大学コンソーシアム京都理事長（順不同） 

 

（２）機構加盟団体（合計 53団体、平成 30年 1月現在） 

ア 産業界 

京都商工会議所、京都経営者協会、（一社）京都経済同友会、（公社）京都工業会、 

京都府商工会議所連合会、京都府商工会連合会、京都府中小企業団体中央会、 

（一社）京都発明協会、京都リサーチパーク㈱、（一財）生産開発科学研究所、 

（一社）京都府中小企業診断協会（順不同） 

イ 大学 

（公財）大学コンソーシアム京都、京都大学、京都教育大学、京都工芸繊維大学、 

京都市立芸術大学、京都府立大学、京都府立医科大学、池坊短期大学、 

京都外国語大学、京都学園大学、京都華頂大学、京都光華女子大学、京都産業大学、

京都女子大学、京都精華大学、京都造形芸術大学、京都橘大学、京都美術工芸大学、

京都文教大学、京都薬科大学、同志社大学、同志社女子大学、花園大学、佛教大学、

明治国際医療大学、立命館大学、龍谷大学（順不同） 

  ウ 公的機関 

京都府、京都市、京都府中小企業技術センター、京都府織物・機械金属振興センター、 

（地独）京都市産業技術研究所、（公財）京都産業２１、（公財）京都高度技術研究所、 

（公財）関西文化学術研究都市推進機構、（独）中小企業基盤整備機構近畿本部 

（順不同） 

エ 金融機関 

京都銀行、京都信用金庫、京都中央信用金庫、京都北都信用金庫、滋賀銀行、 

池田泉州銀行（順不同）                   

参考 


